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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第22期

第３四半期連結
累計期間

第23期
第３四半期連結
累計期間

第22期

会計期間

自　平成23年
４月１日

至　平成23年
12月31日

自　平成24年
４月１日

至　平成24年
12月31日

自　平成23年
４月１日

至　平成24年
３月31日

売上高 （千円） 1,552,7151,181,476 3,081,473　

経常利益又は経常損失（△）　 （千円） △74,664△309,855  95,223

四半期純損失（△）又は当期純利益 （千円） △92,418△347,108  82,615

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △93,779△348,932 82,574

純資産額 （千円） 7,198,4196,974,168 7,374,773

総資産額 （千円）  8,375,3597,581,177 7,997,651

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は１株当たり当期純利益金額
（円）  △1,788.53 △6,717.41 1,598.82

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） ─ ─  ─

自己資本比率 （％） 85.9 92.0  92.2

　

回次
第22期

第３四半期連結
会計期間

第23期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自　平成23年
10月１日

至　平成23年
12月31日

自　平成24年
10月１日

至　平成24年
12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円）  △231.06 △1,282.21

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

　　　　　ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。　

３　第22期第３四半期連結累計期間及び第23期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

　純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

　ません。

４　第22期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載して

　おりません。　　　  　

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。  
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 　

   

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況　　

　　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、経済指標に改善の兆しが見られるものの、全体として設備の

　過剰感がなお解消されておらず、また、世界経済を巡る不確実性は依然として高く、引き続き厳しい状況が続きま

　した。

　　一方、当社グループの主要顧客が属するデジタル家電業界においても、設備投資の回復の動きは一部にでてきて

　いるものの、全体としては投資が抑制される状況で推移いたしました。

　　このような状況の下、当社グループは携帯機器用や産業用のフラットパネルディスプレイやカメラ用撮像素子モ

　ジュール関連などの他に、ＬＥＤ関連や二次電池関連及びＭＥＭＳ（Micro Electro Mechanical Systems）関連な

　どの新規の商談に対応した受注活動に積極的に注力してまいりました。

　　しかしながら、設備投資の抑制の影響が大きく、受注活動を強化してまいりましたものの当第３四半期連結累計

　期間の売上計上に十分に繋がらず、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は、11億８千１百万円（前

　年同四半期比23.9％減少）となりました。

　　これを製品別にみますとＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）関連装置では、４億円（前年同四半期比35.8％　

　減少）、半導体関連装置他では、カメラ用撮像素子モジュール関連の売上などにより７億８千万円（前年同四半期

　比15.9％減少）となりました。　

　　その結果、利益面におきましては、売上高の減少や原価率の悪化などにより、営業損失は３億１千８百万円（前

　年同四半期は営業損失８千１百万円）、経常損失は３億９百万円（前年同四半期は経常損失７千４百万円）、四半

　期純損失は３億４千７百万円（前年同四半期は四半期純損失９千２百万円）となりました。　

    

(2) 財政状態について　

　  当社グループ事業の財政状態に関する特徴は次のとおりであります。 

　　・当社グループの事業はカスタマイズ製品の受注生産であり、製品在庫を保有しておりません。設計・製造から

　　　据付調整までの期間は平均的には４～５か月でありますが、これを大きく超える場合もあります。生産に要す

　　　る資材等は受注した物件ごとに手配・調達・生産に投入しております。また、仕入債務は当社所定の条件によ

　　　って支払っております。したがって、仕掛品残高・仕入債務残高は物件の納期・生産スケジュールによって大

　　　きく増減します。

　　・当社の売上債権残高は、物件の引渡時期と回収条件に大きく左右されます。大型物件の場合には着工から売上

　　　代金の回収までに１年を超えることもあり、多額の運転資金が必要となることがあります。

　　上記の特徴などにより当社グループの当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ

　て４億１千６百万円減少し、75億８千１百万円となりました。その主な内訳は、現金及び預金の増加３億３千８百

　万円、受取手形及び売掛金の減少９億７千８百万円、棚卸資産の増加２億４千６百万円であります。負債につきま

　しては、支払手形及び買掛金の減少などにより、前連結会計年度末に比べて１千５百万円減少し、６億７百万円と

　なりました。純資産は前連結会計年度末に比べて４億円減少の69億７千４百万円となりました。

　　その結果、自己資本比率は前連結会計年度末の92.2％から92.0％へと減少しました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

　に生じた課題はありません。

  

(4) 研究開発活動

　　当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の金額は１千８百万円であります。

　　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 151,200

計 151,200

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月８日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式  51,673  51,673

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ　

(スタンダード)

 当社は単元株制度を

 採用しておりません。

計  51,673  51,673 ― ―

　（注）株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　　

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年12月31日 ― 51,673 ― 1,684,420 ― 1,597,920

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　

①【発行済株式】

   平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ― ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等） ─ ― ─

完全議決権株式（その他） 普通株式　51,673　　  51,673
　当社は単元株制度を

　採用しておりません。

単元未満株式 ─ ― ─

発行済株式総数  51,673 ― ―

総株主の議決権 ―  51,673 ―

 

②【自己株式等】

    平成24年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 ― ─ ─ ─ ─

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）新任役員

　　　該当事項はありません。

　

（２）退任役員　

　　　該当事項はありません。

　

（３）役職の異動　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 第１技術本部長 取締役 技術企画室長 諸藤　好寿 平成24年11月１日

取締役
技術品質管理

本部長
取締役

品質管理

本部長
伊藤　喜志雄 平成24年11月１日
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人原会計事務所による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

大崎エンジニアリング株式会社(E02112)

四半期報告書

 7/16



1 【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,623,238 3,961,299

受取手形及び売掛金 ※
 1,929,133

※
 950,998

仕掛品 365,471 613,768

原材料 16,437 14,947

繰延税金資産 33,683 －

その他 14,153 50,405

貸倒引当金 △15,000 △900

流動資産合計 5,967,117 5,590,520

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 926,821 891,718

土地 1,013,925 1,013,925

建設仮勘定 498 13,110

その他（純額） 48,124 34,942

有形固定資産合計 1,989,369 1,953,696

無形固定資産 5,392 6,340

投資その他の資産 35,771 30,620

固定資産合計 2,030,533 1,990,657

資産合計 7,997,651 7,581,177
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※
 356,184

※
 331,144

未払法人税等 9,023 4,868

未払消費税等 23,341 1,001

賞与引当金 31,756 37,061

製品保証引当金 27,733 24,392

その他 69,581 128,526

流動負債合計 517,620 526,994

固定負債

役員退職慰労引当金 102,420 76,599

その他 2,837 3,415

固定負債合計 105,257 80,014

負債合計 622,878 607,009

純資産の部

株主資本

資本金 1,684,420 1,684,420

資本剰余金 1,597,920 1,597,920

利益剰余金 4,097,376 3,698,594

株主資本合計 7,379,716 6,980,935

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △4,943 △6,767

その他の包括利益累計額合計 △4,943 △6,767

純資産合計 7,374,773 6,974,168

負債純資産合計 7,997,651 7,581,177
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 1,552,715 1,181,476

売上原価 1,266,027 1,164,268

売上総利益 286,687 17,207

販売費及び一般管理費 368,112 336,108

営業損失（△） △81,425 △318,900

営業外収益

受取利息 1,918 1,634

保険返戻金 1,832 2,726

その他 4,834 4,684

営業外収益合計 8,585 9,044

営業外費用

コミットメントフィー 1,205 －

雑損失 620 －

営業外費用合計 1,825 －

経常損失（△） △74,664 △309,855

税金等調整前四半期純損失（△） △74,664 △309,855

法人税、住民税及び事業税 3,381 3,381

法人税等調整額 14,372 33,871

法人税等合計 17,753 37,253

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △92,418 △347,108

四半期純損失（△） △92,418 △347,108
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △92,418 △347,108

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,360 △1,823

その他の包括利益合計 △1,360 △1,823

四半期包括利益 △93,779 △348,932

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △93,779 △348,932

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

 

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　　　該当事項はありません。　　

 

【会計方針の変更等】

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間から、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これによる当第３四半期連結累計期間の損益への影響は軽微であります。

　　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。　

　　

【追加情報】

　　　（表示方法の変更）　

　　　　従来、貸倒引当金戻入額について営業外収益として表示しておりましたが、第１四半期連結会計期間から販売費

　　　及び一般管理費として表示する方法に変更いたしました。

　　　　この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っており

　　　ます。この結果、組替えを行う前と比べて前第３四半期連結累計期間の営業損失は、11,847千円減少しておりま

　　　す。　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 四半期連結会計期間末日満期手形　

　 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

 　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

 が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。
　

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
　当第３四半期連結会計期間
　（平成24年12月31日）

受取手形 　　　　　　　　　27,195千円 ─

支払手形 　　　　　　　  21,327 〃 2,159千円 　

　

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。　　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

減価償却費 66,914千円 63,003千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月23日

定時株主総会
普通株式 129,182 2,500平成23年３月31日平成23年６月24日利益剰余金

 

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動はありません。

　　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

１　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日

定時株主総会
普通株式 51,673 1,000平成24年３月31日平成24年６月28日利益剰余金

 

(2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動はありません。

　　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

 　　　　 当社グループは、ファインピッチ実装技術を核とした製造装置等を開発・製造・販売する事業のみの単一セグ

　　　　メントとなりますため、記載を省略しております。

　

（金融商品関係）

　　　　注記すべき事項はありません。

　

（有価証券関係）

　　　　注記すべき事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　　　　該当事項はありません。　

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

　１株当たり四半期純損失金額（△） △1,788円53銭 △6,717円41銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △92,418 △347,108

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △92,418 △347,108

普通株式の期中平均株式数（株） 51,673 51,673

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

　　しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

大崎エンジニアリング株式会社(E02112)

四半期報告書

14/16



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成25年２月５日

大崎エンジニアリング株式会社

取締役会　御中

 

監査法人　原会計事務所

 

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 松　木　良　幸　　印

 

 

 業務執行社員  公認会計士 六本木　浩　嗣　　印
 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大崎エンジニアリ

ング株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月

１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。　

 

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大崎エンジニアリング株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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